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特集：世界の酪農と牛乳乳製品需給をめぐる状況

EUにおける酪農、牛乳乳製品の需給動向
〜官民一体となった需給改善の取り組み〜

調査情報部　大内田　一弘

　EUの酪農は、世界市場における価格競争力強化のため、市場志向性を高めた共通農業政
策（CAP）の下、効率的な生産を推し進めてきた。生乳クオータ制度が廃止される一方で、
ロシアが講じた欧米諸国の農畜産物の禁輸措置や、中国の需要停滞などに直面し、厳しい経
営環境下にありながらも、酪農家や乳業メーカーは欧州委員会の支援を引き出し、需給改善
に向けて取り組んでいる。

【要約】

（１）酪農の概要

EUは、さまざまな歴史や風土、経済事情

を持つ28の加盟国で構成されているが、酪

農は全ての国で営まれ、多くの国で重要な産

業の一つとして位置付けられている。EUの

酪 農 部 門 の 生 産 額 は、 総 農 業 生 産 額 の

14.1%と果樹・野菜部門に次ぐ規模を誇る

一大産業となっている（図１）。

2016年のEUの生乳出荷量は１億5239万

トンであり、全世界の約２割を占め、単一国

として世界最大である米国の約1.5倍に達す

る。主要な生乳生産国は、ドイツ、フランス、

英国、オランダ、ポーランド、イタリア、ス

ペイン、アイルランドの８カ国で、EUの生

乳出荷量の約８割を占める（図２）。飼養品

種は、ホルスタイン種が最も一般的であるが、

地域、酪農家によりさまざまである。酪農家

１戸当たりの平均経産牛飼養頭数（2013年）

は、EU全体ではわずか15.6頭にすぎないが、

集約的な経営を行うオランダでは83.2頭、

最も新しい加盟国である東欧のクロアチア

（2013年７月に加盟）では5.7頭となってい

るなど、加盟国間で差は大きい。

EUでは、世界市場におけるEU産農産物の

価格競争力強化のため、市場志向性を高めた

共通農業政策（CAP：Common Agricultural 

Policy）の下、効率的な酪農を推し進めて

きた。具体的には、酪農経営は、合理化や大

規模化により経営力の強化を図る一方、乳業

メーカーは、合併・買収などにより多国籍化

するなどして競争力を高めてきた。EUの牛

乳乳製品の自給率は110%を上回っており、

純輸出国として国際乳製品市場に大きな影響

力を持っている。特に、世界のチーズ貿易量

に占めるEU産の割合は約４割（2016年）

と非常に高い。

そして、30年以上にわたりEU酪農政策の

中心であった生乳クオータ（生産割当）制度（注）

が、2015年３月末をもって廃止された。こ

１　酪農の概要と生乳生産の動向
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れにより、生乳の増産が進んだが、時期をほ

ぼ同じくして、ロシアによる禁輸措置や中国

の需要停滞などがあり、生乳や乳製品の価格

が長期間にわたって低迷するなど酪農業界は

厳しい経営環境下に置かれた。その後、徐々

に生乳の減産と乳製品の国際価格の回復によ

り生乳取引価格は回復し、現在は生乳生産量

が増加傾向にある。

そのような中、酪農業界は、国際的な需要

増によりバター価格が記録的に高値で推移し

ている一方、脱脂粉乳価格が在庫累積で低迷

している状況下で、次なる対応を求められて

いる。伝統的なチーズなど非常に高いブラン

ド力や競争力を持っているEU産乳製品だが、

さらなる輸出の拡大などを模索しているEU

の牛乳乳製品の需給の現状と見通しについて

報告する。

なお、本稿中の為替レートは、１ユーロ＝

133円（2017年10月 末 日TTSレ ー ト：

133.26円）を利用した。

（注）　�生乳クオータ（生産割当）制度とは、EU域内の牛乳乳製

品の需給調整と生乳の取引価格の安定を目的とし、加盟国

別に生乳生産量の上限を定めたものである。

図２　生乳出荷量の分布図（2016年）

図１　農業生産額内訳（2015年）

資料：欧州委員会「Eurostat」
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（２）酪農家戸数

酪農家戸数は、収益性の低下や環境規制の

強化などから、特に小規模層を中心に減少傾

向にある。一方、経営の合理化のために規模

拡大が進展している。2013年は、前回調査

の2010年 の174万 戸 か ら14.8%減 少 し、

149万戸となった（表１）。

表１　酪農家戸数の推移

資料：欧州委員会「Eurostat」

単位 2005年 2007年 2010年 2013年 2010年比
（増減率）

酪農家戸数 千戸 2,821 2,536 1,742 1,485 ▲14.8%

（３）経産牛飼養頭数および生乳出荷量

経産牛飼養頭数は、2012年以降、生乳ク

オータ制度廃止を見据え、一部の国が生乳生

産の拡大にかじを切ったことから、増加傾向

で推移した（表２）。しかし、2016年は、

生乳価格の低迷に対処するため10月から

2017年１月を対象期間とし、経産牛の淘汰

などを促す生乳出荷削減奨励事業（注）が実施

されたことなどから、経産牛を淘
とう

汰
た

する酪農

家が増え、前年比0.4%減の2351万頭とな

った。

注：生乳出荷削減奨励事業については、３の（２）のイを参照。

表２　経産牛飼養頭数および生乳出荷量などの推移

資料：欧州委員会「Eurostat」、「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」
　注：経産牛飼養頭数は、各年12月時点。

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

経産牛飼養頭数 千頭 23,053 23,193 23,468 23,559 23,595 23,507 ▲0.4%

生乳出荷量 千トン 139,242 140,025 141,584 148,418 151,720 152,393 0.4%

経産牛１頭当たり乳量 キログラム 6,464 6,496 6,489 6,737 6,861 6,836 ▲0.4%

国別に見ると、頭数の多い順に、ドイツ、

フランス、ポーランド、イタリア、英国、オ

ランダ、アイルランド、ルーマニア、スペイ

ンとなっており、この上位９カ国でEU全体

の８割を占める（表３）。

2016年は、ドイツをはじめ19カ国で減

少した。一方、オランダとアイルランドはと

もに前年比4.5%増となった。両国は、酪農

を基幹かつ成長産業とし、生乳クオータ制度

の廃止を待ち望んでいた代表的な国である。

生乳出荷量は、生乳クオータ制度の廃止前

後の2014年、2015年には、それぞれ前年

比4.8%増、同2.2%増であったが、2016年

は増加幅が小さくなり、同0.4%増の１億

5239万トンとなった。

2016年を国別に見ると、経産牛飼養頭数

と同様、オランダ（前年比7.5%増）および

アイルランド（同4.0%増）の伸びが顕著と

なった（表４）。

また、経産牛１頭当たり乳量は、近年増加

傾向で推移していたが、2016年は市況の悪

化により酪農家の生産意欲が減退し、搾乳量

が抑えられたことから、前年比0.4%減とな

った。国別に見ると、最大のデンマークが
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9442キログラム、次いでチェコが9203キ

ログラムとなっているが、ブルガリア、ルー

マニアはそれぞれ3858キログラム、3520

キログラムと加盟国間の差が大きい（図３）。

表４　主要国の生乳出荷量

資料：欧州委員会「Eurostat」

2016年 前年比
（増減率） シェア

ドイツ 31,973 0.3% 21.0%
フランス 24,717 ▲2.6% 16.2%
英国 14,543 ▲4.3% 9.5%
オランダ 14,324 7.5% 9.4%
ポーランド 11,130 2.4% 7.3%
イタリア 10,773 1.2% 7.1%
スペイン 6,864 2.1% 4.5%
アイルランド 6,852 4.0% 4.5%
その他 31,218 0.3% 20.5%
EU合計 152,393 0.4% 100.0%

（単位：千トン）

図３　生乳出荷量および経産牛１頭当たり乳量（2016年）

資料：欧州委員会「Eurostat」、AMI「MARKT Bilanz MILCH 2017」

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

英
国

オ
ラ
ン
ダ

ポ

ラ
ン
ド

イ
タ
リ
ア

ス
ペ
イ
ン

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

デ
ン
マ

ク

ベ
ル
ギ

オ

ス
ト
リ
ア

ス
ウ

デ
ン

チ

コ

フ

ン
ラ
ン
ド

ポ
ル
ト
ガ
ル

ハ
ン
ガ
リ

リ
ト
ア
ニ
ア

ル

マ
ニ
ア

ス
ロ
バ
キ
ア

ラ
ト
ビ
ア

エ
ス
ト
ニ
ア

ギ
リ
シ

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ブ
ル
ガ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

キ
プ
ロ
ス

マ
ル
タ

（千トン、kg/頭）

生乳出荷量 経産牛１頭当たり乳量

（４）生乳および乳製品価格

生乳取引価格は、2013年12月をピーク

に下落し、2015年７月は100キログラム当

たり29.92ユーロ（3979円）と、欧州酪農

危機が続いていた2010年６月以来約５年ぶ

りに30ユーロを割り込んだ（図４）。その後、

同価格は、2016年前半までは供給過剰な状

態が続き低迷したものの、同年８月以降は経

産牛の淘汰が進み、生乳出荷が抑制されたこ

とから上昇に転じ、同年11月には約２年ぶ

りに前年同月比でプラスに転じるなどの回復

がみられた。2017年に入ってからは、同

32ユーロ（4256円）を上回って推移して

いる。

一方、乳製品価格を見ると、バター、チー

ズ、全粉乳は、EU域内外からの需要により

2016年後半以降上昇した（図５）。しかし、

表３　主要国の経産牛飼養頭数

資料：欧州委員会「Eurostat」
　注：各年12月時点。

2016年 前年比
（増減率） シェア

ドイツ 4,218 ▲1.6% 17.9%
フランス 3,630 ▲0.8% 15.4%
ポーランド 2,130 ▲0.2% 9.1%
イタリア 2,060 0.2% 8.8%
英国 1,898 ▲1.0% 8.1%
オランダ 1,794 4.5% 7.6%
アイルランド 1,295 4.5% 5.5%
ルーマニア 1,193 0.2% 5.1%
スペイン 819 ▲3.0% 3.5%
その他 4,470 ▲1.7% 19.0%
EU合計 23,507 ▲0.4% 100.0%

（単位：千頭）
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脱脂粉乳は価格が低迷し、介入買い入れ（注）

が継続的に行われていた。2016年12月、

欧州委員会は徐々に上昇しつつあった脱脂粉

乳価格など市況を見て、介入により買い上げ

た在庫の入札による売却を開始したが、落札

は180トン（2017年10月末日時点）とご

く一部にとどまっている上、価格は引き続き

低迷を続けており、依然として在庫は積み上

っている状況にある。

注：介入買い入れについては、３の（１）のアを参照。

（５）生乳の流通および取引形態

生乳の仕向け先は、加盟国による差はある

ものの、チーズが最も多く36%である（図

６）。次いで、バター・脱脂粉乳等向けが

30%、クリーム等向けが13%となっており、

日本で最も多い飲用乳向けは４番目で11%

にすぎない。

生乳は、相対交渉により酪農家と酪農協ま

たは乳業メーカーとで直接取引されるのが一

般的である。取引価格は、生乳や乳製品の需

給を踏まえて決定される。

欧州委員会は2012年、生乳クオータ制度

の廃止後の生乳取引の方向性として「ミルク・

パッケージ」を示している。制度廃止前の取

引においては乳業メーカーなど買い手側が圧

倒的に優位であったが、酪農家が自由に生乳

生産できるようになる中、酪農家の交渉力の

強化によりフード・チェーンにおける酪農家

の地位を向上させることを目的としている。

資料：欧州委員会「EU Milk Market Observatory」
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資料：欧州委員会「EU Milk Market Observatory」
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具体的な内容は各加盟国に委ねられている

が、酪農家と買い手側の間で契約期間や取引

価格の見直しルールを定めた契約書をあらか

じめ書面で交わすなど、公正な生乳取引を目

指している。

また、欧州委員会は2014年、制度の廃止

後のもう一つの枠組みとして、市場の透明性

の確保を図るための牛乳乳製品市場観測サイ

ト（MMO：Milk Market Observatory）

を同委員会のホームページ上に開設した。需

給に見合った生産が行われるよう、EUや世

界の乳製品市場の動向、生産コスト、市場予

測などのデータを提供するものである。酪農・

乳業関係者に対し、自らが的確な判断を行う

ことができるよう支援している。

コラム１　地理的表示（GI）制度について

　平成27年６月、日本版地理的表示（G I：Geographical Indication）制度がスタートした。同制度は、地

域特有の伝統的生産方法や生産地の特性によって高い品質や評価を獲得しているものについて、地理的表示

（知的財産）を保護し、生産者と消費者の利益を守るものである。

　EUでは、すでに1400以上の農林水産物・食品が、EUのG I制度により保護されている。世界的に知名

度の高いフランスのチーズのカマンベール・ド・ノルマンディやイタリアのチーズのパルミジャーノ・レッ

ジャーノなどが有名である。

　G I制度には、原産地の伝統や文化、地理に深く根付いた製品を保護し、地域社会に文化的・経済的な価

値を創出し、かつ消費者に信頼できる情報を伝達できるといった利点がある。

　EUのG I制度には、原産地呼称保護（PDO）と地理的表示保護（PGI）の２つがあり、認定基準が異なる

（コラム１－表）。GIの認定を受けるためには、EU域内の生産者団体などは各加盟国、EU域外の生産者団体

コラム１–図　日本のGIマーク

図６　生乳の仕向け割合（2015年）

資料：欧州委員会「Eurostat」
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などは直接または自国の政府を経由して欧州委員会に申請する必要があり、欧州委員会が要件に適合してい

ると判断するとEU官報に公示され、認定が得られる。

　G I制度で保護されたチーズなどは、基本的に、一般のものより高値で取引され、生産者の収益向上に貢

献しているほか、生産地域の経済にも寄与している。

コラム１–表　EUのGI制度の概要

制度名称・ロゴマーク 要件（認定基準）の概要

原産地呼称保護
（PDO）

製品と産地の結び付きが重視され、生産工程（生産、加工、
調製）のすべてが一定の地理的領域内で行われている。

地理的表示保護
（PGI）

生産工程（生産、加工、調製）の少なくとも一つが地理
的領域内で行われている。

コラム１–写真　PGIロゴマークの入ったオランダのチーズ

２　牛乳乳製品の需給動向

（１）乳業メーカーの動向

オランダの農協系金融機関ラボバンクが発

表した世界主要乳業メーカー売上高ランキン

グ（2016年）によると、上位20社は、前

年同様、EUの企業が多くを占めた（表５）。

各企業の動向を見ると、規模拡大や利益率

の改善を目的とした戦略的な合併・買収など

が、前年に続き多く見られている。第２位の

ダノンは、オーガニック部門の強化を図るた

め、米国大手のオーガニック食品製造・販売

会社ホワイトウェーブ・フーズ（WhiteWave 

Foods）を買収した。ホワイトウェーブ・

フーズは、米国のディーンフーズの事業部門

から2012年に独立し、米国のほか欧州など

にも販路を持つ企業である。第７位のアーラ

フーズは、1998年に子会社化したフルーツ

ジュースなどを主力商品とするデンマーク

のRynkeby Foodsを ド イ ツ のEckes-

Graniniグループに売却した。

2017年に入り、合併・買収は、上半期の

時点ですでに50件に達しており、今後も引

資料：欧州委員会の公表を基に機構作成



畜 産 の 情 報 　 2017. 12 29

き続き活発に行われるとみられている。第３

位のフランスのラクタリスは、米国のストー

ニーフィールドとドイツのOmiraの買収を

決定している。これらの合併・買収の半分は

欧州地域で行われており、この傾向は今後も

続くとみられている。また、オーガニック市

場の成長をにらんだ合併・買収も見込まれて

いる。

ラボバンクは、今後の各企業の動向につい

て、生乳生産が限られる中、量的な戦略より

も、商品価値に重点を置いた戦略にシフトし

ていくとしている。

表５　世界の乳業メーカー 売上高 上位20社（2016年）

資料：ラボバンク
注１：�売上高は牛乳乳製品の販売に係るもののみを対象としており、企業統合（合併・買収）は2017年1月1日～6月30日までに完了

したものまでが対象。
　２：下線の値は見込額。

順位
企業名

本社所在国 売上高
（10億円）英語表記 日本語表記

1 Nestlé ネスレ スイス 2,736
2 Danone ダノン フランス 2,086
3 Lactalis ラクタリス フランス 2,052
4 Dairy Farmers of America デイリーファーマーズオブアメリカ 米国 1,539
5 FrieslandCampina フリースランドカンピーナ オランダ 1,402
6 Fonterra フォンテラ ニュージーランド 1,368
7 Arla Foods アーラフーズ デンマーク・スウェーデン 1,129
8 Yili 伊利集団 中国 1,026
9 Saputo サプート カナダ 958
10 Mengniu 蒙牛乳業 中国 935
11 Dean Foods ディーンフーズ 米国 844
12 Unilever ユニリーバ オランダ・英国 787
13 Kraft Heinz クラフト・ハインツ 米国 730
14 Meiji 明治 日本 695
15 DMK DMK ドイツ 638
16 Sodiaal ソディアール フランス 604
17 Schreiber Foods シュレイバーフーズ 米国 559
18 Savencia サベンシア フランス 559
19 Müller ミューラー ドイツ 559
20 Agropur アグロプール カナダ 510

（２）チーズ

2016年のチーズ生産量は、前年比1.4%

増の1003万トンとなった（表６）。チーズは、

EU域内外からの需要が高い上、付加価値製

品として利益率が他の乳製品よりも高いこと

から、生乳の仕向け割合は増加傾向にある。

同年の輸出量は、同11.3%増の80万トン

と過去最高となった。主な輸出先は、米国、

日本、スイス、サウジアラビア、韓国の順と

なっている。近年、アジア、中東向けが増加

傾向にあり、全体の輸出量はロシアの禁輸措

置以前の水準を超えている。
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（３）バター

2016年のバター生産量は、前年比1.9%

増の238万トンとなり、消費量（同1.4%増）

と１人当たり消費量（同1.1%増）も増加し

た（表７）。

同年のバター輸出量は、世界的な乳脂肪に

対する需要の高まりなどから、同20.1%増

の21万トンとなった。主な輸出先は、米国、

サウジアラビア、エジプト、シンガポール、

モロッコの順となっており、ほとんどの国で

増加となっている。輸出量が増加する中、４

割の生産量を占めるドイツとフランスがとも

に生乳生産が伸びず、バターへの仕向けが減

ったことが需給を圧迫した。

期末在庫量のうち民間在庫量は、欧州委員

会が需給を引き締めるために民間企業が保管

する乳製品の保管費用の一部を補助している

ものである。バターについては、域内外の需

要の高まりにより前年から半減し２万5000

トンとなっている。一方、公的在庫量は、各

国政府が公的買入価格を下回ったものについ

て、買い上げるものだが、2016年は価格が

公的買入価格を大きく上回って推移したこと

から買い上げは実施されなかった。

表６　チーズ需給表

資料：欧州委員会「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

生産量 9,391 9,605 9,367 9,559 9,888 10,028 1.4%
輸入量

千トン
74 77 75 77 61 71 15.0%

輸出量 672 768 786 721 719 800 11.3%
消費量 8,793 8,914 8,655 8,870 9,201 9,359 1.7%
1人当たり消費量 キログラム 16.9 17.1 16.5 16.9 17.5 17.8 1.5%

表７　バター需給表

資料：欧州委員会「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

生産量 2,102 2,167 2,127 2,234 2,334 2,380 1.9%
輸入量

千トン
32 33 21 25 3 3 13.9%

輸出量 124 124 116 135 172 206 20.1%
消費量 1,981 2,056 2,037 2,095 2,155 2,186 1.4%
1人当たり消費量 キログラム 3.9 4.1 4.0 4.1 4.2 4.3 1.1%
期末在庫量 28 25 11 20 51 25 ▲51.7%

（民間在庫量） 千トン (28) (25) (11) (20) (51) (25) ▲51.7%
（公的在庫量） (0) (0) (0) (0) (0) (0) ─

（４）脱脂粉乳

2016年 の 脱 脂 粉 乳 生 産 量 は、 前 年 比

1.5%増 の156万 ト ン と な っ た（ 表 ８）。

2014年以降、牛乳乳製品の需給が緩和状態

にあったことから、保存期間の長いバターと

脱脂粉乳に仕向けられた生乳が増加してお

り、生産量の増加傾向が続いている。

同年の輸出量は、同16.9%減の58万トン

となった。サウジアラビア向けなど一部で増
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えたが、需要はバターなどと比べて弱いこと

から、大幅な減少となった。主な輸出先は、

アルジェリア、中国、インドネシア、エジプ

ト、サウジアラビアの順となっている。

2016年末時点で、年間生産量の３割弱と

なる合計42万トンが在庫となっている。

表８　脱脂粉乳需給表

資料：欧州委員会「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

生産量 1,096 1,109 1,108 1,457 1,538 1,561 1.5%
輸入量 0 2 5 2 3 4 7.5%
輸出量 515 520 407 648 692 575 ▲16.9%
消費量 千トン 689 677 697 721 741 768 3.7%
期末在庫量 50 0 0 16 62 417 572.5%

（民間在庫量） (0) (0) (0) (16) (33) (66) 100.3%
（公的在庫量） (50) (0) (0) (0) (29) (351) 1107.4%

（５）全粉乳

2016年の全粉乳生産量は、前年比1.8%

増の73万トンとなった（表９）。一方、同年

の輸出量は、国際価格に比べてEUの価格が

高くなったことなどから同4.7%減の38万ト

ンとなった。輸出先は主にアルジェリア、オ

マーン、中国となっている。

表９　全粉乳需給表

資料：欧州委員会「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

生産量 682 651 723 756 717 730 1.8%
輸入量

千トン
2 3 3 1 4 6 44.1%

輸出量 388 386 374 390 400 381 ▲4.7%
消費量 296 267 352 367 321 354 10.4%

（６）飲用乳

2016年の飲用乳生産量は、前年比1.6%

減の3085万トンとなった（表10）。消費量

の減少に伴い生産量は近年、緩やかに減少し

ている。

一 方、 同 年 の 輸 出 量 は、 同23.4%増 の

112万トンとなった。輸出量の４割近くは、

EU産の安全性やブランド力が高く評価され

ている中国向けとなっており、同国の需要の

増加が輸出の伸びをけん引している。
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（１）共通農業政策（CAP）

EUでは、農業者支援を目的とした、主に

２つの柱で構成される共通農業政策（CAP）

が措置されている。第１の柱は、農業者の所

得を保障するための直接支払いを中心とした

「価格・所得政策」であり、第２の柱は、加

盟国の裁量が大きく、国や地域の必要性に応

じた「農村振興政策」である。

CAPは、加盟国の拡大や国際的な農業交

渉への対応などの観点から、数度にわたり改

正されており、2013年に合意された現行の

CAP（対象期間：2014〜2020年）では、

食料安全保障の確保、すなわち、安全かつ安

定的な食料供給を確保しつつ、資源効率、気

候変動、生物多様性といった環境問題へ対応

などの大幅な見直しが行われた。さらに、農

村地域の保全を図りつつ、域内全体の包括的

発展を促すこととした。現行のCAPにおけ

る酪農乳業関係の対策は次のとおりである。

ア　介入買い入れ

介入買い入れは、第１の柱であり、EU規

則に定められた制度である。乳製品ではバタ

ーと脱脂粉乳を対象とし、加盟各国の卸売価

格が、あらかじめ設定された公的買入価格を

下回った場合、当該国の機関が、製造業者ま

たは取扱業者の申請に基づき同価格で買い入

れるものである。市場から対象乳製品を隔離

することにより、域内乳製品価格の安定を図

り、間接的に生乳の取引価格を支えている。

公的買入価格は、現在、バターが100キ

ログラム当たり221.75ユーロ（２万9493

円）、脱脂粉乳が同169.80ユーロ（２万

2583円）とされており、買入対象期間を毎

年３月１日から９月30日、買入限度数量を

バター（GI認定されたもの）５万トン、脱

脂粉乳10万9000トンとして実施している。

買入限度数量に達した後も、入札による買い

入れができることとなっている。

イ　民間在庫補助（PSA）

民間在庫補助（PSA）は、欧州委員会が、

需給状況をみながら期限を定めて実施するも

ので、民間企業が保管するバター、脱脂粉乳、

チーズの保管費用の一部が補助される。対象

乳製品を一定期間市場から隔離することで、

需給を引き締めて域内価格の底上げを図るこ

とを目的としている。

直近では、ロシアが禁輸措置を講じた翌月

の2014年 ９ 月 か ら、 バ タ ー と チ ー ズ は

2016年９月まで、脱脂粉乳は2017年２月

まで、上限数量の変更などを行いながら実施

された。

表10　飲用乳需給表

資料：欧州委員会「Short-term Outlook for EU agricultural markets in 2017 and 2018」

単位 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 前年比
（増減率）

生産量 31,853 31,751 31,767 31,404 31,348 30,850 ▲1.6%
輸入量 千トン 48 46 33 19 12 14 18.9%
輸出量 436 579 635 773 908 1,120 23.4%

３　需給動向に影響を与える政策
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ウ　�環境関連法令の遵守（クロスコンプライ

アンス）

1999年のCAP見直しの際、直接支払いの

受給要件として環境関連法令の遵守（クロス

コンプライアンス）が追加された。当初は、

加盟国の裁量で実施されていたものの、

2003年のCAP見直しの際に義務化された。

有機農業など、クロスコンプライアンスで

定める基準よりも高水準の環境対策に取り組

む農業経営者に対しては、環境支払いという

補助金が加算される。近年は環境問題への意

識の高まりから、環境支払いの支出額は増加

傾向にある。なお、クロスコンプライアンス、

環境支払いともに具体的な制度の運用は加盟

国に委ねられており、EU規則に定められた

原則の範囲内で支払い対象項目や単価などを

設定している。

（２）その他

ア　環境関連法令

EUでは、1960年代から70年代にかけて、

家畜の多頭飼育に伴う堆肥など肥料の多量施

用による環境問題が発生した。とりわけ、農

地に吸収されなかったふん尿由来の窒素とリ

ンによる地表水や地下水の汚染が深刻であっ

た。

このため、EUは、水質汚染への対応とし

て1991年に硝酸塩指令（以下「指令」という）

を制定し、加盟国は、①窒素の総投入量につ

いて、土壌その他からの供給量も考慮して適

切な肥料の施用を行うこと②ふん尿による窒

素が１ヘクタール当たり170キログラム以

下となる家畜の飼養密度にすること③作物が

生育できない冬季における家畜ふん尿の施用

を禁止し、その間のふん尿を貯留する施設を

整備すること④地表水や地下水が汚染されや

すい場所や時期にふん尿を施用しない、など

の規定を定めている。

イ　緊急支援策

欧州委員会は2016年７月、低迷が続く生

乳取引価格の改善策として、酪農家や乳業関

係者からの要望などを受け、総額５億ユーロ

（665億円）の緊急支援策を公表した。その

一つとして実施された生乳出荷削減奨励事業

は、供給過多にある生乳の需給を引き締める

ため、生乳出荷量を前年より減少させた生産

者に対し、生乳１キログラム当たり0.14ユ

ーロ（18.62円）の奨励金を交付するもので、

2016年10月〜2017年１月までを対象期間

として実施された。これにより、前年同期間

の生乳出荷量約4900万トンの２％弱に相当

する83万トンが減産された。欧州委員会は、

この支援策やPSAが、生乳の需給バランス

の回復に寄与したとし、中でも生乳出荷削減

奨励事業が奏功したとしている。

コラム２　オランダ酪農にみるEUの環境規制について

　オランダは、小国であるにもかかわらず、家畜の飼養頭数が多いことから（2016年時点で豚は1250万頭、

鶏は１億500万羽、牛は420万頭飼育されている）、総家畜密度はEU域内で最も高く、EU平均の約５倍となっ

ている（コラム2–図）。2000年の窒素バランス（農地へ投入された窒素量と農地から除去された窒素量の差）

は、１ヘクタール当たり247キログラムと加盟国の中でマルタに次いで高水準であった。このため、オラン

ダは、環境負荷低減に向けて従来からさまざまな取り組みを実施している。
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　代表的なものが、基準量を超えた窒素バランスやリン塩酸バランスに対し、課金するミネラル収支（MINAS）

制度である。同制度は、1998年に集約的畜産農家を対象として導入され、2001年からは全農家が対象となっ

ている。また、肥料の施用基準（肥料を施用して良い時期や量を規定）と加工義務（ふん尿を加工する義務

（一部の加工は委託できる））で構成されるふん尿対策や、アンモニアの排出と沈着の削減を目的としたアン

モニアおよび畜産業規則、肥料法、生産権制度などがある。

　しかしながら、オランダは、指令が定める窒素の総投入量の上限を、クオータ制度の廃止などを契機とし

た経産牛飼養頭数の増加により、2015年、2016年と連続して超過し、2017年も遵守できない見通しにあっ

た。このため、政府は2016年12月、関係団体などと協力し、リン酸塩排出削減計画を策定した。

　同計画は、酪農、養豚および養鶏部門で１万800トンのリン酸塩を削減することを目標としており、この

うち酪農部門が全体の75.9%を占める。酪農部門の計画は、以下の３つの柱から成っている。

①　頭数削減計画

　生産者は、2017年12月までに2015年７月２日時点の飼養頭数となるよう12万4000頭の牛を処分する。

当初はリン酸塩4000トンの削減を目標としていたが、目標を上回る計画が進められたことから、目標値が

5000トンに上方修正された。生産者には、処分する頭数に応じて奨励金が支払われる。奨励金の単価は、

８月までは経産牛１頭当たり（12カ月齢以上の未経産牛は0.53頭、12カ月齢未満の雌子牛は0.23頭に換算）

120ユーロ（１万5960円）、９月以降12月までは同300ユーロ（３万9900円）となっている。

　また、2015年７月２日時点の飼養頭数とする処分計画を達成できなかった場合は、罰金が課される。

2016年10月１日時点の飼養頭数を基準として、飼養頭数が基準以下の場合は、同112ユーロ（１万4896

円）、基準頭数を超える場合は、同480ユーロ（６万3840円）が徴収される。なお、処分に当たっては、と

畜のみならず、自然死、売却も可能とされている。

②　営農中止計画

　2017年に経営を中止する生産者に対し、奨励金が支払われる。当初、リン酸塩2500トン（経産牛６万

頭相当）の削減が目標とされていたが、上記①の進捗が順調であったことから、1500トン（同３万6319

頭相当）に下方修正された。

　早期削減を目指すことから、2017年２月20日に受け付けられた１回目の募集分の奨励金は、経産牛１頭

当たり1200ユーロ（15万9600円）に設定され、予想を上回る応募があったことから、受け付けは１日で

終了した。２回目の募集は５月８日から14日まで受け付けられ、奨励金は同730ユーロ（９万7090円）に

設定された。

コラム２–図　総家畜密度（１ヘクタール当たりの家畜数）（2013年）

資料：欧州委員会「Eurostat」
　注：�家畜単位（LU）とは、家畜の飼養密度を表す指標として用いられる係数で、２歳以上の牛：1.0LU、６ヵ月以上

2歳未満の牛：0.6LU、山羊･羊：0.15LUなどとなっている。
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（１）生乳出荷量

2016年の後半以降、生乳取引価格が回復

してきている。欧州委員会が2017年10月

５日に公表した短期見通しによると、2017

年の生乳出荷量は前年比0.7%増と見込まれ

ている。同年上半期に天候不良などで減産し

たドイツとフランスが増産傾向にあること

や、現在の乳脂肪に対するEU域内外の需要

の増加は、生乳取引価格を押し上げており、

EU域内の酪農家の生産意欲を刺激している

ことが要因として挙げられている。

2018年は、飼料価格が低水準にあること

もあり、同1.4%増とさらなる増加が見込ま

れている。

（２）牛乳乳製品

欧州委員会は、生乳出荷量の増加分の大部

分が、需要が高く、最も収益性の高いチーズ

　２回目の募集では、当初の削減目標には届かなかったものの、募集は打ち切られ、１回目の応募が９割を

占める結果となった。

③　飼料削減計画

　乳牛用配合飼料１キログラム中のリン酸塩の含有量を4.3グラム以下に抑えることにより、リン酸塩1700

トンの削減を目標とする。

　政府が８月18日公表した第２四半期までの進捗状況によると、2017年中に8200トンのリン酸塩の削減

を目標としていたが、これを上回る8300トン（頭数削減計画が5400トン、営農中止計画が1100トン、飼

料削減計画が1800トン）が削減された。

　同国の酪農家に話を聞くと、一様に、酪農家として環境に配慮することは必要なことであり、一時的に経

営に影響はあるものの、いずれ回復できるとして同計画に対する理解は大きい。そのような理解もあって、

2017年の目標が半年で達成されたものと考えられる。

　EUにおける環境規制は、EU共通のものと、オランダにみられるように各国が定めるものによる二段構え

となっており、加盟国は自国の地域性や風土に配慮できるようになっている。そのような中、酪農家は高い

意識を持ち、持続性の高いよりよい酪農経営を目指している。

コラム２–写真　オランダの放牧の様子

４　今後の見通し
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に仕向けられるとみている。また、増産分は

EU域内の需要に仕向けられるとみている。

乳業関係者の最大の関心事項の一つは、

2017年８月末で36万トンまで積み上がっ

た脱脂粉乳の公的在庫である。関係者は

2017年10月末時点の落札数量がわずか

180トンにとどまっていることなどから、

EU域内や輸出需要の高まりにより、2018年

中に15万トンの市場放出を見込んでいる欧州

委員会の見方に対して懐疑的である。脱脂粉

乳の在庫が、バター生産や生乳取引価格など

へどのように影響を及ぼすのか注目される。

欧州委員会の見通しについて品目別にみる

と、2017年のチーズ生産量は、主要乳製品

の中で唯一増産（前年比2.1%増）が見込ま

れている。消費量も増加傾向と予測されてお

り、2018年の生産量も同1.9%増が見込ま

れている。

一方、バターは、2017年の生産量は同

2.6%減と見込まれている。2018年には同

2.8%増と2016年水準まで回復すると見込ま

れているものの、輸出量は2017年が同12.0%

減、2018年が同5.0%減と見られている。

脱脂粉乳は、2017年および2018年の生

産量が、それぞれ同4.8%減、同2.0%増と

伸び悩む中、サウジアラビアなどからの需要

により輸出量がそれぞれ同35.0増、同6.0%

増と見込んでいる。

全粉乳は、2017年および2018年の生産

量が、それぞれ同1.3%減、同0.5%増と見

込まれ、輸出量はそれぞれ同5.0%減、前年

並みと見込まれている。

飲用乳は、中国の国産回帰などの影響もあ

り、これまでのようなブランド力による右肩

上がりの需要は見込めず、2017年および

2018年の生産量はそれぞれ前年比1.3%減、

同1.0%減、輸出量はそれぞれ同5.0%減、

同5.0%増と見込まれている。

（３）日EU・EPAへの期待

2017年 ７ 月 ６ 日 に 発 表 さ れ た 日EU・

EPA（経済連携協定）の大枠合意は、EUの

酪農関係者にとって非常に関心の高いもので

あった。EU側の主たる関心事項の一つは、

農産品などの市場アクセスの改善であり、特

に乳製品については、大枠合意に至るまでの

間、報道で何度も取り上げられるなど注目の

高いものであった。

大枠合意の発表後には、EUの酪農関係団

体や現地報道などが、今回の結果は輸出拡大

のチャンスであり、歓迎すべきものである旨

のコメントなどをこぞって発信した。2017

年９月には、欧州委員会のマルムストローム

貿易担当欧州委員が、スウェーデンのストッ

クホルムでの講演で、日本のチーズ消費量が

増加していることに触れ、日EU・EPAによ

るEU産チーズの輸出機会の拡大はそこにあ

るとコメントした。また、今回の大枠合意の

中で、相互の地理的表示（GI）制度を認め

合うとされたことは、伝統的なチーズ生産を

有するEUにとって重要であることにも言及

している。GIの保護に関しては、EUからフ

ランスのカマンベール・ド・ノルマンディ、

イタリアのゴルゴンゾーラやパルミジャー

ノ・レッジャーノ、ギリシャのフェタなどの

チーズを含む農産物71産品と酒類139産品

が、日本からは乳製品を含まない農産物31産

品と酒類８産品のリストが提出されている。

今後、提出されたリストに基づいてGIが

保護されると、日本国内ではEUの同名称の

ものは販売することができなくなるため、必

要に応じて国内の乳業やチーズメーカーなど

は対応を求められる。
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EUの酪農は、世界市場における価格競争

力強化に向けて、市場志向性を高めた共通農

業政策（CAP）の下、効率的な生産を推し

進めてきた。近年は、純輸出国として、ロシ

アによる欧米諸国の農畜産物の禁輸措置や中

国の需要の停滞など、大きな国際市場の動き

の中で、酪農家は経営の合理化や大規模化な

どを、乳業メーカーは収益を確保するための

合併・買収などをそれぞれ進める一方、欧州

委員会は、その都度必要な支援措置を準備す

るなど、官民一体となって需給改善に取り組

んでいる。

日本では、日EU・EPAの大枠合意発表を

機に、EU酪農が一段と大きな注目を集めて

いる。双方が今後さらに距離を縮める中、ロ

シアの禁輸への対応や、GI制度の効果的運

用など、EU酪農をめぐる情勢を十分に把握

することは、非常に重要である。

５　おわりに


